
証券コード：7456

IRHANDBOOK 第76期  事業のご報告
2024.4.1 ― 2025.3.31



1

ひと目で分かる松田産業

私たち松田産業は、限りある地球資源を 有効活用し、業を通じて社会に貢献します

当社グループは、限りある資源・貴金属をリサイクルして有効活用する貴金属事業　およびきれいな環境を次世代に引き継ぐ環境事業を総合した「貴金属関連事業」と、
地球の豊かな恵み、食資源を安定的に供給し人の豊かさに　つなげる「食品関連事業」の2事業を展開しています。

お客様の商品開発のベストパートナー

貴金属事業の概要
● �貴金属回収製錬、貴金属材料・製商品の製造販売および�
薄膜形成装置治具の洗浄を展開

● �エレクトロニクス、宝飾、触媒、歯科業界などが主要顧客
貴金属事業の強み
❶ �安定的なサプライチェーンに貢献する循環型ビジネスモデル、�
高純度の貴金属を精製する高度な技術、�
一貫した貴金属リサイクルシステムを提供

❷ �東アジアで展開する貴金属原料集荷と�
貴金属材料・製商品供給のネットワーク

❸�高度なリサイクル技術から生み出された�
貴金属地金ブランドへの信頼

❹治具の再生とともに、貴金属を回収しリサイクルする精密洗浄

環境事業の概要
● �廃酸、廃アルカリ、廃油、汚泥、廃プラなど産業廃棄物の�
収集運搬、無害化処理および資源リサイクルを展開

● �エレクトロニクス、化学・製薬業界、医療機関等が主要顧客
環境事業の強み
❶ �産業廃棄物の無害化処理技術と有効利用で、お客様の�
ゼロエミッション達成に向けた効率的な再資源化リサイクルに貢献

❷全国をカバーする国内屈指の収集運搬リサイクルネットワーク

食品関連事業の概要
● ��欧米・アジア・南米など世界各地に�
ネットワークを広げ、安全・安心な食材�
（水産品・畜産品・農産品など）を調達
● ��練り製品やハム・ソーセージ、冷凍食品等の�
加工食品メーカーや、製菓・製パンメーカー、�
外食・中食業界が主要顧客

食品関連事業の強み
❶ �魚肉すりみ、エビ、イカ、タコ、貝、卵、�
チキン、ポーク、ビーフ、乾燥野菜、冷凍野菜など、�
多種多様な食材を現地法人も活用した�
グローバルな調達ネットワークで提供

❷ �ニーズに沿った産地や加工事業者を提案し、�
ユーザーが使いやすい形態やロットに�
最適技術で現地加工した食材を調達

❸ �品質保証室による技術指導、品質規格書の発行、�
トレーサビリティの実施等により、�
当社ならではの「安全・安心」の差別化

❹ �サプライチェーン全体管理による食材の安定供給

貢献できる社会的課題：SDGs � 貢献できる社会的課題：SDGs �

1935年、フィルムなど写真感光材料から銀の回収・製錬を開始。
銀の製造は金・白金族の貴金属事業へと展開、
廃液など産業廃棄物の無害化処理技術を活かし、環境事業としても発展しています。

1948年、食品加工メーカーのマヨネーズ製造過程で
不用となった卵白を、かまぼこなど練り製品業界向けに販売。

魚肉すりみをはじめとした水産品や農産品・畜産品の取り扱いへと拡大しています。

食品関連事業貴金属関連事業

セグメント従業員数 1,339名（2025年3月31日現在） セグメント従業員数 259名（2025年3月31日現在）

成長戦  略推進

マテリアリティ「多様な    人財活躍による成長加速」

健康経営の推進、多様な人財    が活躍できる職場環境作り

社会情勢に応じた    賃上げの実施

お客様

練り製品�
メーカー

ハム・
ソーセージ
メーカー

冷凍食品�
メーカー

製菓・製パン
メーカー

外食・
中食業界

商品仕入

品質管理
技術指導

品質保証 食材流通

仕入先／取扱商品

水産品

畜産品

農産品

価値創造フロー

商品販売

品質保証
食材提案
物流サービス

商社等

貴金属地金

分析／前処理／製錬／精製 無害化中間処理

価値創造フロー

回収

貴金属
回収装置

収集運搬用
車両

エレクトロニクス業界等

貴金属含有スクラップ 廃酸・廃アルカリなど

加工／販売

貴金属化成品 薄膜形成材料

資源循環（活用）を創造するリーディングカンパニー
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2025年3月期の業績と配当についてお話しください。
2025年3月期の国内経済は、雇用および所得環境の改善

やインバウンド需要の増加により緩やかな回復がみられたも
のの、世界的な物価上昇や中国経済の景気停滞、米国の通商
政策による影響等もあり、先行き不透明な状況が続きました。
そうしたなか貴金属関連事業では、資源リサイクルの総合
力や高機能電子材料の開発等による差別化のもと、国内外の
生産拠点の整備・拡充、貴金属原料の確保、産業廃棄物処理
受託の拡大に取り組みました。その結果、宝飾分野を含む貴
金属リサイクル取扱量の増加と金相場が堅調に推移したこと

などで、増収増益となりました。
食品関連事業では、グローバルな調達力を活かし、顧客

ニーズに応えた商品の開拓と安全安心な商品の安定供給
により、販売量の拡大に取り組みました。その結果、水産品の
販売量は増加したものの、畜産品、農産品の販売量は減少し、
一部に販売価格の下落も見られ、売上高は減少しましたが、
在庫回転率の向上などによるコスト適正化などで利益率が
改善し、減収増益となりました。
この結果、2025年3月期の連結業績は、売上高は前期比
30.0%増の4,688億41百万円、営業利益は同35.5%増の
126億76百万円、経常利益は同28.2%増の135億23百万
円、親会社株主に帰属する当期純利益は同29.8%増の94
億5,600万円となりました。期末配当金については1株当た
り40円とし、中間配当金と合わせた年間配当金は75円とい
たしました。2026年3月期の1株当たり年間配当金について
は、前年比15円増配の90円を予想しています。

中期経営計画3年目の振り返りと
最終年度の重点施策についてお聞かせください。
中期経営計画（2022-2025年度）の3年目であった2025

株主の皆様へ−社長メッセージ

代表取締役社長 松田 芳明

（予想）
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年3月期は、当社グループとして初めて連結売上高4,000億
円を突破したほか、中期経営計画の各種取り組みにおいても
着実な成果をあげることができました。具体的には、基本方針
「積極投資の継続で収益基盤強化と新規収益源の創出」の
もと、貴金属関連事業では株式会社山陽レックと株式会社
フラップリソースを子会社化し営業基盤を強化したほか、食品
関連事業でインドネシア現地法人が営業活動を本格化しまし
た。また、「持続的成長を支え、加速させる経営基盤の強化」に
おいては、知財部の設置などで当社の技術・ノウハウを防衛・
有効活用する体制を整えました。さらに「サステナビリティ
経営の推進で企業価値向上」においては、気候変動分野への
取り組みと情報開示の透明性が評価され、CDP2024「気候変
動」調査で最高評価の「Aリスト」に選定され、当社のカーボン
ニュートラルへの取り組みに大きな弾みがつきました。
中期経営計画最終年度である2026年3月期は、国内経済

は緩やかな回復が期待される一方、米国の通商政策や中国経
済の先行き懸念等から依然として先行き不透明な状況が続く
見込みです。中期経営計画の目標達成に向けては貴金属セグ
メントのさらなる量的拡大とともに、資本効率の改善が必要
になることから、3年目までの成果を土台にこれらの課題に

取り組むことで、中期経営計画の完遂を目指します。

企業価値向上に向けた重要課題（マテリアリティ）への 
取り組みについてお話しください。
当社グループはここまでお伝えした事業戦略の推進に
加え、重要課題（マテリアリティ）への取り組みにも注力する
ことで、持続的な企業価値向上を目指します。
2025年3月期はマテリアリティ「環境負荷低減と事業成長の
両立」への取り組みの一環としてGHG排出量に関する第三者
保証を取得したほか、様々なGHG削減施策が進捗しました。
また、「多様な人財活躍による成長加速」においては従業員
エンゲージメント調査の実施とそれに基づく課題設定のほか、
海外ナショナルスタッフの育成やダイバーシティ&イノベー
ションプログラムの実施、出産・育児・介護と仕事の両立支援
制度の拡充が進みました。加えて「お客様満足の向上と社会
の信用確保」では、ISO14001/9001 マネジメントプログラム
やサプライヤーエンゲージメント、一部海外サプライヤーでの
人権デューデリジェンスが進みました。
株主の皆様におかれましては、今後とも何卒一層のご理解

とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

2024年 2025年6月

中期経営計画の完遂に向けて、
さらなる「量的拡大」とともに
「資本効率の改善」に注力します。

2024年4月〜2025年3月 ハイライト

経営
監査等委員である取締役に対する
退職慰労金制度の廃止

経営  
統合報告書を
発行

経営
知財部の設置を決定

（2025年4月設置）

経営
CDP2024「気候変動」調査で 
最高評価の「Aリスト」に選定

食品関連事業
インドネシアの 
現地法人が営業開始

貴金属関連事業
株式会社山陽レック、 
株式会社フラップリソースを子会社化

10月 2月11月
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中長期の成長戦略−投資計画と進捗

将来を見据えた事業投資と資本政策 �
成長性を捉えた事業機会への最適資源配分、財務健全性の確保、
株主還元のバランスを考慮し、持続的に企業価値を向上させる

収益基盤強化
生産インフラ拡充/強化、
安定運営に必要な安全/環境投資

新規事業展開
国内外の拠点拡充/整備、
二次電池リサイクル事業拡大、
高付加価値商品/サービスの開発・技術構築

経営基盤強化
ERP刷新、トレンド技術の導入、人財育成/確保
安定かつ持続的な配当および 
機動的な自己株式取得
株主資本配当率1.5%以上を目安とした還元

持続的な
営業CFの創出
ROIC経営を推進し、
利益拡大と同時に
資本効率を高めていく

資本政策（基本方針）

株主還元
65〜70億円

営業
キャッシュ・フロー

約400億円

TOPIC ❷ �  食品関連事業

インドネシアの現地法人が 
営業活動を本格化
2022年に設立したインドネシアの現地法人PT  
Matsuda Sangyo Trading Indonesia（食品関連
事業のASEAN地域における第3拠点として設立）
が、2024年10月から本格的に営業を開始しまし
た。​同法人は農水産品の仕入れ・加工機能を強化
し、日本を含む国内外への食品原料の販売拡大を
図ることを目的としています。​ジャカルタに事務所を
構え、現地の交通のハブとしての利点を活かし、将
来的な国内市場の発展も見据えた事業展開を進め
ていきます。

TOPIC ❸ �  貴金属関連事業

貴金属関連事業で 
2社を子会社化
2025年1月の取締役会において、株式会社山陽レックお
よび株式会社フラップリソースの全株式を取得し子会社化
することを決議しました。​山陽レックは産業廃棄物処理・収
集運搬業を、フラップリソースは非鉄金属回収・卸売業を展
開し、両社は産業廃棄物の中間処理や再資源化について長
年の実績とノウハウを有します。本件により、当社の貴金属
関連事業におけるリチウムイオン電池のリサイクル事業等
の強化、地域的補完を含むマーケット領域の拡大、売上の
拡大による相乗効果とさらなる企業価値向上を図ります。

財務健全性の確保
※借入金の返済を含む

現預金
事業投資

約346億円

キャッシュ・アウト

有利子負債の活用
キャッシュ・イン

設備投資（定常）
約120億円

●中期経営計画（2022～2025年度累計）に基づく、キャッシュ・アロケーションの想定

TOPIC ❶ �  経営

CDP2024「気候変動」調査で、 
最高評価の「Aリスト」に選定
当社グループは、国際的な環境非営利団体CDPが実施する2024年度「気候変動」調
査において、最高評価である「Aリスト」に選定されました。これは、当社の気候変動への取
り組みが、情報開示の透明性、リスク管理、温室効果ガス排出削減目標の設定と実行や脱
炭素経営の推進において、高く評価された結果です。今後も、2050年度のカーボンニュー
トラルの達成に向け、資源循環型ビジネスを通じて持続可能な社会の発展に貢献していき
ます。

松田産業トピックス

2024年度～2025年度（予定）

貴金属関連事業
資源循環(活用)を

創造する
リーディングカンパニー

● 高付加価値商品／サービスの開発・技術構築 ECO PGC

● �新規事業展開に向けた製錬環境処理設備/拠点の 
拡充

PTPマテリアルリサイクル

二次電池リサイクル事業

● �事業規模・領域拡大に向けた生産インフラの拡充
北九州工場第1期稼働
入間地区リニューアル

食品関連事業
お客様の商品開発の

ベストパートナー

● グローバル展開と調達ネットワークの拡充 PT Matsuda Sangyo Trading 
Indonesia （インドネシア拠点）の稼働

● 顧客密着営業と新規事業/商圏の創出 サプライチェーン機能構築・強化

経営基盤強化

● IT活用による管理機能強化と生産性向上 ERP刷新／DX推進（デジタルの民主化）

● 人的資本経営の推進 経営人財の創出／多様な人財が活躍できる職場づくり

● 資本効率向上に向けた取組み 事業ポートフォリオマネジメントの強化

● サステナビリティ経営の推進 脱炭素に向けた取組み／労働環境の整備（RBA）

各事業の投資計画の進捗

2022～2024年
累計150億円
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営業概況＆グローバルネットワーク

●2025年3月期の業績
主力顧客であるエレクトロニクス業界の電子デバイス分野
は、スマートフォンや自動車向けの回復が見られないなか、
生成AI向けのデータセンター関連の需要拡大は継続したも
のの、半導体・電子部品等の本格的な生産回復には至りませ
んでした。こうしたなか、金相場が堅調に推移したことから、
宝飾分野を含めた貴金属リサイクル取扱量の増加に努め、売
上高および営業利益は前連結会計年度に比べ増加しました。

●2026年3月期の見通しと施策
電子デバイス分野は、需要の回復に伴い緩やかに生産状況
が改善する見通しのなか、資源リサイクルの総合力を強みに
循環型社会のニーズに対応し続け、貴金属リサイクルの取
扱量、製商品販売数量の増加および産業廃棄物処理受託の
確保・拡大を図ります。

廃棄物や使用済み製品を再資源化し、それを新
たな製品の原材料として活用する仕組みです。

この仕組みによって貴金属資源の有効活用と環境負
荷低減を両立し、持続可能な社会の構築に貢献する
ことを目的としています。材料調達、開発、生産活動と
いった「動脈」側だけでなく、廃棄物処理、製品滅却、使
用済み品の処理などの「静脈」に至るまで、当社が保有
する機能をフル活用しお客様へご提案しています。国
内外の拠点を活用し、グローバルなネットワークで迅速
かつ高品質なサービスを提供しています。

●2025年3月期の業績
主力顧客の食品製造業界は、インバウンド需要の拡大が
あったものの、物価上昇が消費マインドを押し下げ、個人消
費には足踏みが見られました。継続的な原材料価格や物流
コストの高止まりなども重なり、不安定な市場環境となりま
した。こうしたなか、水産品の販売量は増加しましたが、畜産
品、農産品の販売量は減少。商品構成の変化から一部に販
売価格の下落も見られたことから売上高は減少しました。
営業利益は、在庫回転率の向上によるコストの適正化など
にも努めた結果、増加しました。

●2026年3月期の見通しと施策
食資源の安定供給への懸念や物流コスト等の上昇にも対
処しながら、海外拠点の活用を含めて調達力をさらに強化
し、顧客ニーズを的確に捉えた営業活動を行います。安全・
安心・安定供給を根本に据えた商品の開拓と提供による差
別化で販売量を拡大し、収益の確保を図ります。

米国関連事業への影響を最小限に抑えるため、
関税の動向を注視し、必要に応じて調達先や販

売先の多様化を進めています。​関税コストの増加に対
応する具体策として、価格設定の見直しやコスト削減策
により、競争力の維持に努めています。また、現地法人
との連携を強化し、現地市場のニーズに即した商品開
発やサービス提供を推進しています。

食品関連事業貴金属関連事業

ホームページ
「貴金属ライフサイクルマネジメント」にある
「松田産業独自のクローズドループソリューション」
とは具体的にどのような取り組みですか？

第2次トランプ政権により米国の関税政策が 
強化されていますが、松田産業では 
どのように対処していますか？

Q
Q

A A拠点（貴金属関連）
拠点（食品関連）

■水産品   ■畜産品   ■農産品   ■その他

1,044 1,077
2,529

793

■金   ■銀   ■白金族   ■その他
［億円］

■売上高   ■営業利益■売上高   ■営業利益
［億円］ ［億円］［億円］

1,044

17

793

23

2,465
120

1,077

23

2,529

70

1,072

3,616

1,072

25

3,616

101
1,929

103
2,465

1,929

品目別売上高 品目別売上高

貴金属リサイクルネットワーク　　拠点

食品調達グローバルネットワーク　　拠点

2022/3 2022/32022/3 2022/32023/3 2023/32023/3 2023/32024/3 2025/3 2024/3 2025/32024/3 2025/3 2024/3 2025/3

売上高 売上高

1,072億円

前期比0.4%

3,616億円

前期比43.0%

25億円

前期比8.0%

101億円

前期比44.5%

営業利益 営業利益

ヨーロッパ地域
ポーク・ビーフ・ 

乾燥卵・冷凍野菜
アジア地域

魚肉すりみ・エビ・イカ・ 
タコ・アサリ・カニ・チキン・ 

冷凍野菜・乾燥卵・乾燥ポテト

南米地域
チキン・ポーク・ 

イカ

北米地域
魚肉すりみ・ 
冷凍野菜・ 

乾燥ポテト・ 
乾燥卵・ 

ポーク・ビーフ

韓国現地法人ベトナム現地法人マレーシア現地法人

タイ現地法人 シンガポール現地法人フィリピン現地法人

台湾現地法人 中国現地法人 インドネシア現地法人 ベトナム現地法人タイ現地法人 台湾支店インド現地法人

オセアニア地域
ビーフ・冷凍野菜

貴金属原料回収

77
66

貴金属化成品および
電子材料等の販売
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①
営業活動による
キャッシュ・フロー

11,42814,449

③
財務活動による
キャッシュ・フロー

現金および
現金同等物の
期末残高

現金および
現金同等物に係る
換算差額

現金および
現金同等物の
期首残高

2,542

②
投資活動による
キャッシュ・フロー

△6,243
210 470

①
168,900 168,900

流動資産

有形
固定資産

無形
固定資産

投資
その他の
資産

104,449

351,028

246,578

107,622

252,905

360,527

79,354

272,292

192,938

9,5
58

13
,73
4

12
,68
1

9,6
96

13
,84
3

13
,81
8

7,2
86

10
,55
1

9,3
56

46 50

1.6 1.6

60

1.8

107,185

361,655

468,841

9,4
56

13
,52
3

12
,67
6

75

2.1

流動負債

固定負債

株主資本

②

③

その他の
包括利益
累計額
非支配
株主持分11,889

3,028
37,858

116,124

148,937

10,166
2,135

34,335

102,300

48,613

20,152

95,737

4,005
391

148,937

44,516

13,046

87,965

3,149
259

財務ハイライト 会社情報

役員一覧 （2025年6月25日 現在）

代表取締役社長	 松田 芳明
取締役副社長	 對馬 浩二
取締役	 山﨑 隆一
取締役	 石禾 健二
取締役	 上田 雄大
取締役	 今井 英人
取締役	 田中 善則
監査等委員	 鈴木 一宏
監査等委員	 畠山 伸一
監査等委員	 宮田 礼子
監査等委員	 小島 康雄
※監査等委員はいずれも社外取締役です。

事業所 （2025年4月1日 現在）

貴金属関連事業所
本部 / 仙台 / 水戸 / 東京 / 神奈川 / 長野 / 静岡 / �
名古屋 / 金沢 / 大阪 / 福山 / 福岡 / 鹿児島
食品関連事業所
本部 / 札幌 / 仙台 / 北関東 / 東京 / 静岡 / 名古屋 / 大阪 / �
松山 / 福岡 / 鹿児島 / 品質保証部 / 台湾
生産部門
開発センター / 武蔵工場 / 武蔵第三工場 / 武蔵第四工場 / 入間工場 / �
入間第二工場 / 関工場 / 関第二工場 / 北九州工場 / 品質保証室

関係会社 （2025年3月31日 現在）

マツダ流通株式会社 	  貨物自動車運送
マツダ環境株式会社 	  貴金属製品販売
日本メディカルテクノロジー�
株式会社 	  金属原料の回収・販売
北海道アオキ化学株式会社 	  �産業廃棄物の収集・運搬および処理、�

金属原料の回収・販売
ゼロ・ジャパン株式会社 	  各種廃棄物処理・設備販売
ガルフ食品株式会社 	  水産品の輸入卸売
日鉄マイクロメタル株式会社 	  電子工業用金属製品の製造・販売
株式会社山陽レック 	  産業廃棄物処理および収集運搬
株式会社フラップリソース 	  非鉄金属回収および卸売

主要現地法人 （2025年3月31日 現在）

貴金属関連　金属原料の回収・販売、貴金属製商品の販売
Matsuda Sangyo （Thailand） Co., Ltd.
Matsuda Sangyo （Philippines） Corporation
Matsuda Sangyo （Singapore） Pte. Ltd.
Matsuda Sangyo （Malaysia） Sdn. Bhd.
Matsuda Sangyo （Vietnam） Co., Ltd.
台灣松田産業股份有限公司
Matsuda Sangyo （Korea） Co., Ltd.

食品関連　食品加工原材料の販売、仕入仲介
松田商貿（青島）有限公司
Matsuda Sangyo Trading （Thailand） Co., Ltd.
Matsuda Sangyo Trading （Vietnam） Co., Ltd.
Matsuda Sangyo Trading India Pvt. Ltd.
PT Matsuda Sangyo Trading Indonesia

売上高 貸借対照表

キャッシュ・フロー計算書� （百万円）

営業利益／経常利益／ 
親会社株主に帰属する当期純利益

1株当たり年間配当／株主資本配当率

①�受取手形および売掛金、棚卸資産ならびに有形固定資産が増加したことなどから、資産の部
は19,962百万円の増加となりました。

②�買掛金や未払法人税等の増加に加え、長期借入金の増加が、短期借入金の減少を上回った
ことにより、負債の部は11,203百万円の増加となりました。

③�利益剰余金の増加に加え、為替換算調整勘定の増加などで、純資産の部は8,759百万円の
増加となりました。

①�税金等調整前当期純利益や減価償却費、仕入債務の増加による資金の増加と、売上債権や
棚卸資産の増加、法人税等の支払いによる資金の減少との差し引き等により、2,542百万円
の資金の増加となりました。

②�工場設備の新設などによる有形固定資産や、ソフトウェア等の無形固定資産、さらに子会社株
式の取得などにより、6,243百万円の資金の減少となりました。

③�長期借入金の増加による資金の増加と、短期借入金の返済、配当金の支払いによる資金の減
少との差引等により、210百万円の資金の増加となりました。

2024/3 2024/3

2022/3

2022/3

2022/3

2025/3 2025/3

2023/3

2023/3

2023/3

2024/3 2025/3

2024/3 2025/3

2024/3 2025/3

■貴金属関連　■食品関連� （百万円）

■1株当たり年間配当（円）　ーー●ーー株主資本配当率（%）

■営業利益　■経常利益� （百万円）�
■親会社株主に帰属する当期純利益

資産の部� （百万円） 負債・純資産の部� （百万円）
会社概要 （2025年3月31日 現在）

商号	 松田産業株式会社
本社所在地	 �東京都新宿区西新宿1-26-2�

新宿野村ビル�
Tel. 03-5381-0001（代表）

設立年月日	 1951年6月18日
資本金	 3,559百万円
従業員数（連結）	 1,698名
主な事業内容	 �貴金属回収製錬、�

貴金属地金・電子材料他の販売、�
食品加工原材料の卸売、�
産業廃棄物の収集・運搬・処理

会計監査人	 EY新日本有限責任監査法人



株式情報

所有者別分布状況 （2025年3月31日 現在）

（ご注意）�
1. �株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設
されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設され
ている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお
取り扱いできませんのでご注意ください。

2. �特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行
が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託
銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいた
します。

3. �未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

大株主 （2025年3月31日 現在）
株主名 持株数（株） 持株比率（%）

松田物産株式会社 3,470,649 13.39％
松田芳明 3,032,765 11.70％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2,143,100 8.27％
株式会社日本カストディ銀行(信託口) 999,200 3.86%
明治安田生命保険相互会社 931,700 3.59%
松田和子 793,796 3.06%
對馬純子 793,758 3.06%
松田邦子 763,240 2.94%
住友生命保険相互会社 665,500 2.57%
エム企画株式会社 479,000 1.85%
上記持株比率は自己株式を控除して計算しております。

株主メモ
事業年度 4月1日～翌年3月31日

期末配当金受領株主確定日 3月31日

中間配当金受領株主確定日 9月30日

定時株主総会 毎年6月

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関
連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
TEL：0120-232-711（通話料無料）
〈郵送先〉�〒137-8081 新東京郵便局私書箱29号�

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

上場証券取引所 東京証券取引所

公告の方法 会社法第440条第4項の規定に基づき、決算公告
は有価証券報告書をもって行う

株式の状況 （2025年3月31日 現在）

株式の総数	 40,000,000株
発行済株式総数	 26,908,581株
株主数	 15,484名

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

（円）

4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月

2025年2024年

3,000

2,000

1,000

0

（千株）

株価・出来高推移

外国法人等
（174名）
3,215,163株
11.95%

個人
（15,116名）
9,683,164株
35.99%

自己株式
（1名）
991,453株
3.68%

その他国内法人
（145名）
6,401,593株
23.79%

金融機関
（48名）
6,617,208株
24.59%

ホームページ「個人投資家の皆様へ」も是非ご覧ください
https://www.matsuda-sangyo.co.jp/ja/ir/individualinvestor.html
株主の皆様からのご意見を踏まえ、今後も内容を随時更新・拡充していきます。是非ご覧ください。

株主優待
❶�対象株主：毎年3月31日現在、当社株式を1単元（100株）
以上かつ1年以上継続して保有する国内在住の株主様を
対象といたします。
※�なお、1年以上継続保有の株主様とは、同じ株主番号で3月31日およ
び9月30日現在の株主名簿に3回以上連続で記載または記録された
株主様です。

❷優待の内容：一律2,000円相当の当社オリジナル「QUOカード」を贈呈いたします。
❸贈呈の時期：毎年１回、当社定時株主総会終了後の６月下旬発送を予定しております。
カレンダー贈呈：3月末の株主様を対象にご希望をお伺いし、ご希望されました株主様
あてに12月初旬頃お送りいたします。


